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NY マーケットレポート（2018 年 1 月 17 日） 
 

 
出所：SBILM 
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NY市場レポート 
 

≪ NY市場概況 ≫ 

 

NY 市場では、序盤に主要な米経済指標が発表されたものの、反応は限定的となり、引き続き方向性を探るもみ合いの動きが続

いた。そして、米地区連銀経済報告で、米経済が緩やかに拡大、賃金の伸びも報告されたことを受けて、ドルは主要通貨に対し

て堅調な動きとなった。一方、ECB 当局者の発言を受けて欧州市場でユーロ売りが続いていたが、NY 市場では下げ一服となり、

買い戻しとなった。また、来週の ECB理事会での金融政策の正常化への期待も加わり、堅調な動きが続いた。ただ、対ドルでは

米地区連銀経済報告後に下落に転じた。また、カナダドルは、カナダ中銀が利上げを発表したものの、ハト派的見解を受けて米

ドルや円などに対して下落した。ただ、その後は値を戻した。 

 

 

米国の主要な経済指標の結果 

 

12月米鉱工業生産（前月比） 0.9％（予想 0.5%・前回 0.2%⇒-0.1%） 

 

12月米設備稼働率 77.9％（予想 77.4%・前回 77.1%⇒77.2%） 

 

12月の米鉱工業生産は、前月比+0.9％となり、2ヵ月ぶりのプラスとなり、米経済が堅調さを維持していることが示された。ま

た、前年比では+3.6％となった。電力・ガスは+5.6％となり、全体の指数を押し上げた。12 月の設備稼働率は、前月比 0.7 ポ

イント上昇の 77.9％となり、2 ヵ月ぶりに上昇し、2015 年 2 月以来 2 年 10 ヵ月ぶりの高水準となった。ただ、過去 20 年間の

平均である 80％を依然として下回っている。 

 

 

カナダ中銀は 0.25%の利上げ発表 

 

カナダ中銀は、主要政策金利の誘導目標を 0.25％引き上げ、1.25％にすると発表した。利上げは昨年 9 月以来。最近の経済指

標が好調なため追加利上げに踏み切った。今後の見通しに関しては NAFTA（北米自由貿易協定）を巡る将来の不確実さが、経済

の先行きを不透明にしていると警戒感を示した。 

 

情報会社の調査では、カナダドルは今後数ヵ月間で下落する見通し。NAFTA（北米自由貿易協定）見直しや住宅ローン規制強化

を巡る不透明感を背景に、利上げが FRB（米連邦準備理事会）に一段と遅れをとると予想されている。また、ストラテジストに

実施した調査では、向こう 3ヵ月で 1.2700カナダドルに軟化し、その後年末までには 1.2500カナダドルの水準に回復するとの

結果も報告されている。 

 

 

出所：総合分析チャート 
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米地区連銀経済報告（ベージュブック） 

 

・「年末にかけ、11地区で緩慢から緩やかに拡大、ダラスでは力強く伸びた」 

・「2018年の見通しは、全米の過半数の調査先が引き続き楽観視している」 

・「大半の地区が自動車以外の小売業 の売上げが拡大したと報告」 

・「大半の地区で在庫不足により住宅販売にほとんど伸びがみられなかった」 

・「製造業の報告者の大半が全体的なビジネス環境について緩慢な伸びを報告」 

・「大半の地区が輸送活動の継続的な伸びを報告」 

 

・「雇用の状況は概して引き続き緩慢なペースで伸びた」 

・「大半の地区が引き続き労働市場の引き締まりや、技術力のある労働者を採用が困難」 

・「いくつかの地区で 製造業や建築業の雇用需要が伸びた」 

・「大半の地区が、賃金は緩慢なペースで伸びた」 

 

 

出所：総合分析チャート 
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主要株価は序盤から堅調な動き、ダウ平均は最高値を更新 

 

米株式市場では、米主要企業の 10-12月期決算への期待感を背景に、主要株価は序盤から買いが優勢となった。また、米地区連

銀経済報告を受けて、主要株価は上げ幅を拡大する動きとなった。ダウ平均株価は、序盤から堅調な動きが続き、終盤には最高

値を更新した。 

 

 

出所：Bloomberg 

 
出所：データを基に SBILMが作成 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


